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研究成果の概要（和文）：研究1：産後女性の心身の状態と生活・活動制限の実態を把握することを目的とし、
都内保育園に0～1歳の児を預けて働く母親への質問紙調査を行い、産後復職後の健康問題、母乳栄養継続に関連
する要因を明らかにした。研究2：育児自己効力感尺度(Karitane Parenting Confidence Scale：KPCS)の日本語
版を作成し、妥当性・信頼性の検証を行った。研究3：産後女性に対する包括的健康支援プログラム（週1回合計
12回：骨盤底筋体操、セルフケア、子育て）を開発・実施し、前後比較とランダム化比較試験により、実施可能
性、参加率、骨盤底筋機能の回復、育児自信、心身の健康への効果検証を行った。

研究成果の概要（英文）：Study 1: We aimed to investigate the lifestyle and activity restrictions 
among postpartum women, and collected data using a self-administered questionnaire from working 
women with infants (0-1 year of age) enrolled in nurseries. The factors of health problems and 
successful breastfeeding among postpartum working women were revealed. Study 2: We developed and 
validated the Japanese version of Karitane Parenting Confidence Scale (KPCS), the original version 
of which was developed in Australia. Study 3: We developed the healthy lifestyle program (once a 
week for 12 weeks; including pelvic floor muscle training, self-care, and child rearing information)
 for women after childbirth. The program was verified for its feasibility, participation rate, 
pelvic floor muscle function, parenting confidence, and physical and mental health promotion among 
participating women. 

研究分野： 母性看護学・助産学

キーワード： 働く女性　産後　健康支援プログラム　育児自己効力感　骨盤底筋体操　母乳育児　職場復帰　バイオ
フィードバック
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
働く女性が増加している中で、妊娠・出産を契機

に仕事を辞めざるを得ない女性も多い。日本での

女性の労働力率は先進 7 か国の中ではイタリアに

次いで低く、M 字カーブを描く唯一の国である。

国際的に未就労女性の働いていない理由は、

「育児の負担(28%)」の 1 位に続き、「健康上の

問題(17%)」が 2 位となっている。スウェーデンの

ように育児支援などの社会経済政策が充実してい

る国では、「健康上の問題」が第一の理由へと浮

上している。女性が働きやすい環境を整備し、女

性の労働率を上げるためには子育て支援が重要

であるが、次の重点課題である女性の健康問題

については、その高い重要性にも関わらず、対策

が遅れている（日本医療政策機構, 2005）。  

保育や育児支援の必要性が強調される一方で、

妊娠や出産に伴う女性の心身へのダメージにつ

いては、あまり注目されてこなかった。しかしながら

こうした障害は、疾患として診断されないレベルで

あっても、日常生活や就労継続を困難にさせ、

QOL を低下させる。また近年徐々に、産後うつ病

や産後の尿失禁、乳房トラブルなどの研究がなさ

れるようになってきているが、産後の心身のトラブ

ルは複合的に生じるため、それぞれの問題を切り

離して、解決することは難しい。 

妊娠中・出産後は、女性が医療に最も関わる時

期であり、健康教育を行う好機である。そのため、

産後の心身のトラブルを包括的に捉え、健康増進

までを視野に入れて介入できる包括的健康支援

プログラムの構築が強く求められている。 
 
２．研究の目的 
産後女性の心身の状態と産後の生活・就労制限

の実態を把握することを第一の目的とした。第二

に産後女性に対し、就労・子育て・母乳育児とい

った産後の活動を円滑に行えるように心身の機能

を回復させ、健康増進できる包括的プログラムを

構築し、効果を検証し、これらの結果から、産後の

女性に対する効果的な健康支援の方法と効果を

明確にすることを目的とした。 

 

３．研究の方法 

研究 1：産後女性の心身機能と生活活動や社会

参加制限状況 

[調査 1] 乳幼児を育てる働く女性の日中の過度

な眠気(Excessive Daytime Sleepiness：EDS) に関

連する要因 

<方法> 

(1) 対象：東京都 A 区の公立・私立保育園 0~1 歳

児クラスに児を通わせる働く母親 

(2) 期間：平成 27 年 7 月~10 月 

(3) 無記名自記式質問紙調査：年齢、婚姻状況、

教育歴、家族構成、出産歴、世帯年収、家事・

育児時間・分担、日本語版 Epworth sleepiness 

scale (JESS) 質問票、現病歴、睡眠障害、精神

的 健 康 度 (Hospital Anxiety and Depression 

Scale)、授乳方法、児の睡眠環境・睡眠状況、

職業、就労形態、労働時間 

(4) 解析方法：EDS は JESS を用いて測定し、11

点以上を EDS と定義した。EDS の有無と独立

変数とで単変量解析(χ2 検定、マンホイットニ

ーの U 検定)をした。単変量解析を行った際に、

p<0.1 だった変数を独立変数、EDS を従属変数

とし、多変量ロジスティック回帰分析をした。 

 

 [調査 2] 働く母親の授乳の実態とニーズ 

<方法.> 

(1) 対象：東京都 B 区・C 区の認可・認証保育園

に 0~1 歳の児を預けて働く母親 

(2) 期間：平成 28 年 7 月~9 月 

(3) 無記名自記式質問紙調査：年齢、婚姻状況、

教育歴、世帯年収、末子の月齢、分娩様式、出

産施設、就労形態、勤労形態、職種、就労時間、

職場環境、授乳の希望、授乳の実際、母乳栄養

に関する知識と情報源、卒乳に関する情報、母

乳外来の利用、人工乳へのケアの満足度 

 

[調査 3] 働く母親の産後 4 か月時の授乳方法に

関連する要因 

<方法> 

(1) 対象・期間・調査内容は、[調査 2]に準ずる。 



(2) 解析方法：「母乳のみの授乳」の実施の有無

と、独立変数とで単変量解析（χ2 検定、マンホイッ

トニーの U 検定、Fisher の正確確率検定）行った。

単変量解析を行った際に、p<0.1 だった変数を独

立変数とし、多重ロジスティック回帰分析をした。 

 

研究 2：子育て自己効力感尺度（KPCS: Karitane 

Parenting Confidence Scale）の日本語版の作成・

信頼性・妥当性の検証 

<方法> 

(1) 対象：子育て支援メールサービスを行ってい

る特定非営利活動法人きずなメール・プロジェ

クトが管理・運営している「産後きずなメール」

(全国の産後女性の約 2000 名が利用)に登録し

ている 20 歳以上の 0 歳児を子育て中の母親 

(2) 期間：平成 28 年 5 月 

(3) 育児への自己効力感尺度として、0~12 か月

児の親を対象にオーストラリアで開発された

KPCS（原版：Črnčec, 2008）を選定した。原作者

の Črnčec から日本語版作成の許可を得て、英

語から日本語へ順翻訳、内容の検討、逆翻訳

を行い、日本語版 KPCS を作成した。作成した

尺度の信頼性・妥当性を検証するため、「産後

きずなメール」を利用した Web 調査を行った。 

 (4) 調査内容：年齢、国籍、婚姻状況、教育歴、

就労状況、世帯収入、家族構成、当該児の月

齢・性別・出生体重・現病歴、栄養法、授乳満

足度、日本語版 KPCS、日本語版 Parenting 

Sense of Competence (PSOC)、育児ストレスイン

デックス ショートフォーム (PSI-SF)、日本版エ

ジンバラ産後うつ病自己評価票 (EPDS) 

 

研究 3：産後女性への包括的健康支援プログラム

（骨盤底体操、セルフケア、育児支援）開発と検証 

[調査1] エコーによるバイオフィードバック（BF）法

を用いた骨盤底筋体操プログラムの検証：ランダ

ム化比較試験 

※BF 法：経腹エコーで膀胱底部の画像を見なが

ら骨盤底筋収縮方法をアドバイスする。 

 

<方法> 

(1) 対象：経腟分娩後 2 か月の初産女性 

  除外：未成年、帝王切開・骨盤位分娩・多胎、

妊娠前の失禁症状あり、運動制限あり 

(2) 期間：H26 年 12 月~H27 年 12 月 

(3) スケジュール 

・産後 2 か月でベースライン調査：属性、分娩・授

乳状況、骨盤底筋の形態評価(肛門挙筋裂肛

大きさ：面積、径) 

・参加者を体操+BF 法群、体操のみ群、対照群の

3 群に層化(35 歳以上/未満)ブロックランダム割付 

・骨盤底筋体操クラス：週 1 回 60 分計 12 回 

・産後 6 か月アウトカム調査：症状、骨盤底筋の形

態評価、骨盤底筋体操回数、継続率 

 

[調査 2]産後女性への包括的健康支援プログラム

（骨盤底体操、セルフケア、育児支援）開発と検証 

※プログラム全体の効果は前後比較、BF 法を用

いた骨盤底筋体操はランダム化比較試験で効果

を検証した。 

＜方法＞ 

(1) 対象：経腟分娩後 2 か月の初産・経産女性 

  除外：未成年、妊娠前からの失禁症状あり、 

運動制限あり 

(2) 期間：H29 年 9 月~H30 年 3 月 

(3) スケジュール 

・産後 2 か月でベースライン調査：属性、分娩・授

乳状況、症状、骨盤底筋の形態評価 (肛門挙

筋裂肛大きさ：面積、径)、育児自己効力感、

EPDS、赤ちゃんへの気持ち質問票（MIBS）等 

・骨盤底筋体操+BF 法群、骨盤底筋体操のみ群

の 2 群に層化(35 歳以上/未満, 初産/経産)ブロ

ックランダム割付 

・産後ケアクラス：週 1 回 90 分計 12 回実施 

① 骨盤底筋体操プログラム 

ストレッチ＆骨盤底筋体操（初回は運動トレーナ

ー、2 回目以降は助産師が実施）の後に、経腹

エコーで膀胱底部の画像を見ながら骨盤底筋収

縮する方法をアドバイス BF（介入群）もしくは、確

認のみ（対照群）実施 



② 助産師によるセルフケア講座（全員参加） 

1 知って得するお産後の身体の変化（骨盤底筋

含む）・2 腰痛を防ぐ姿勢と抱っこのポイント・3 赤

ちゃんの夜泣き・4 赤ちゃんとの遊び方・5 昼間

眠くならない生活リズム・6 疲れにくい体づくり・7

離乳食とママの食事・8 自分でできるスキンケ

ア・9 受援力のつけ方・10 自分にあったリラック

ス・11 これからのリプロヘルス（月経や妊娠のコ

ントロール）・12 卒乳 

・産後 6 か月アウトカム調査：症状、骨盤底筋の形

態評価、骨盤底筋体操自己効力感、実施回数、

継続率、育児自己効力感、EPDS、MIBS 等 

 
４．研究成果 
研究 1：産後女性の心身機能と生活活動や社会

参加制限状況 

[調査 1] 乳幼児を育てる働く女性の日中の過度

な眠気に関連する要因 

<結果・考察> 

(1) 質問紙を配布した 793 名のうち回答者数は

434 名 (54.7%) であった。 

(2) 解析対象数となったのは 352 名であった (総

有効回答率：44.4%)。 

(3) 対象女性の平均年齢は 35 歳、児の平均月齢

は 18 か月、睡眠時間は 7 時間未満の女性が半

数以上であった。対象集団の EDS 有症率は

39.2%であり、一般成人や一般女性・就労女性

と比較し高い結果であった。 

(4) 多変量解析の結果、EDS は児の夜間覚醒時

間が長いこと (調整済みオッズ比: AOR=1.01,  

p=0.034) 、 本 人 の 睡 眠 時 間 が 短 い こ と 

(AOR=0.76, p=0.013) 、 抑 う つ (AOR=1.10, 

p=0.006) と関連していた。 

<結論> 

EDS は仕事関連のケガや事故の増加、欠勤の

増加、職場でのパフォーマンスの低下など重要な

問題に影響するが、対象集団の EDS 有症率は高

く、EDS が産後女性の健康・活躍において、取り

組むべき重要な課題であることが示唆された。 
 
 

[調査 2] 働く母親の授乳の実態とニーズ 

<結果・考察> 

(1) 回答者は 743 名（回収率：52.5％）だった。 

(2) 「労働時間を柔軟に調整できると感じた」と回

答した母親は 316 名(42.5%)にとどまり、「職場に

授乳室や鍵のかかる部屋がある」と回答した母

親は 151 名(20.3％）のみだった。労働の柔軟性

の向上と、授乳室などの設備の確保が進む必要

があると考えられる。 

(3) 536 名(72.1%)の母親が「妊娠中に復職後も母

乳を何かしらの形で与えたいと思っていた」と回

答しており、復職後 1 か月の時点で 504 名

（67.8％）が母乳を何かしらの形で与えていた。 

(4) 144 名(19.4%)の母親が、復職後 1 か月で「仕

事中に搾乳を行った」と回答し、89 名（61.8％）

がトイレで実施していた。復職後の母親が搾乳

を行える、衛生的でプライバシーが確保できる

空間の確保が課題であることが明らかとなった。 

(5) 「復職後に母乳栄養を続けるための知識」に

関して主な情報源は助産師であった。 

(6) 「復職後の母乳栄養に関する支援」について

「情報提供の場が増えること」「職場環境が整うこ

と」「制度がより整備されること」といった内容が今

後必要な支援として抽出された。 

(7) すでに卒乳していた人は 382 名（51.4％）で、

卒乳の具体的な方法や注意点を知っている人

は 379 名(51.0%)で、知っていた人の情報源はイ

ンターネットが 237 名(31.9%)で最も多かった。 

<結論> 

復職後の授乳方法における母親のニーズは多様

であるが、母親の希望に沿うための職場環境は十

分に整っておらず、母親への情報提供等の支援

も限られていることが明らかになった。今後は、職

場環境の整備と共に医療者からの母親への支援

もより望まれる。 
 
[調査 3] 働く母親の産後 4 か月時の授乳方法に

関連する要因 

<結果・考察> 

(1) B 区で 49 施設（45.8%）、C 区で 40 施設



（59.7%）から調査協力が得られた。 

(2) 解析対象となったのは 603 名であった。（有効

回答率：42.6%） 

(3) 産後 4 か月での授乳は、母乳のみ 299 名

(49.6%)、ほぼ母乳 63 名(10.4%)、母乳が多めの

混合 146 名(24.2%)、人工乳が多めの混合 70 名

(11.6%)、人工乳のみ 25 名(4.1%)であった。産後

4 か月で離乳食を与えず、何らかの形で母乳栄養

をしていたのは、578 名（95.9％）で、あった。 

(4) 多変量解析の結果、生後 4 か月までの復職

（AOR：0.11、p<0.001）、妊娠中からの母乳育児へ

の意欲あり（AOR：4.46 、p<0.001）、母乳育児へ

の肯定的態度（A：1.10、 p<0.001）医療者からの

母乳不足の指摘（AOR：0.16、p<0.001）、復職後

に搾乳する時間と場所に関する知識を持つこと

（AOR：1.87、p=0.018）であった。 

<結論> 

産後に復職する母親で、産後 4 か月時点での母

乳栄養の実施率は比較的高く、妊娠中からの母

乳栄養を行う意欲、母乳栄養への態度、復職後

に搾乳する時間と場所に関する知識を持つことは、

産後 4 か月の母乳栄養率を高める可能性が示唆

された。一方で、産後 4 か月までに復職することと、

医療者からの母乳不足の指摘は、産後 4 か月で

の母乳栄養率を下げる可能性が示された。 
 
研究 2：子育て自己効力感尺度（KPCS）の日本語

版の作成・信頼性・妥当性の検証 

<結果・考察> 

(1) 調査票への回答者数は 316 名であった。 

(2) 開発した日本語版 KPCS は探索的因子分析

にて4因子が抽出され、確認的因子分析でも良

好な適合度 (カイ二乗値/自由度=1.32、CFI= 

0.967、RMSEA= 0.047) を示した。 

(3) 基準関連妥当性として、日本語版 PSOC の下

位尺度とは中程度の正の相関を示し、PSI-SF、

EPDS とは負の相関をした。 

(4) 内的整合性として、下位尺度の Cronbach’s α

を算出し、各値は 0.6~0.8 を示した。Cronbach’s α 

は 0.7 以上が望ましいが、項目数が少ないこと、

観察変数の誤差間に相関が生じている可能性

があることから許容範囲と考えられる。 

<結論> 

本研究の結果から日本語版 KPCS は一定の信

頼性・妥当性を有していることが確認され、使用可

能な尺度であると評価する。今後は、育児への自

己効力感の関連要因や支援を検討していく。 
 
研究 3：産後女性への包括的健康支援プログラム

（骨盤底体操・セルフケア・育児支援）開発と検証 

 [調査 1] エコーによる BF 法を用いた骨盤底筋

体操プログラムの検証：ランダム化比較試験 

<結果・考察> 

(1) ベースライン調査に 48 名参加した。 

(2) 3 群での挙筋裂肛大きさで有意な差は見出せ

なかった。サンプルサイズが少なく、対象者の特

性の違いがあったことが考えられる。 

(3）アドヒアランスが高い女性で一部効果がみられ

た。 

＜結論＞ 

経腹エコーによる BF 法を用いた骨盤底筋体操プ

ログラムの最初のランダム化比較試験である。参

加しやすく、実施可能性の高いプログラムを作成

し、さらに検証する必要がある。 

 

[調査 2]産後女性への包括的健康支援プログラム

（骨盤底体操、セルフケア、育児支援）開発と検証 

<結果・考察> 

(1) ベースライン調査に 97 名参加した。 

(2) 産後ケアクラス（週 1 回 90 分計 12 回実施） 

① 骨盤底筋体操は全員参加し、クラス後に経腹

エコーで BF を行う介入群（n=48）と確認のみの

対照群(n=49）の 2 群にランダムに割り付けた。 

② 助産師によるセルフケア講座は全員を対象と

した。12 回異なる内容の講座を提供した。 

(3）6 か月アウトカム調査で、2 群間での肛門挙筋

の形態評価、症状の変化、骨盤底筋体操の自

己効力感、実施回数、継続率を調査し、結果は

解析中である。 

(4）セルフケア講座を受講して十分に知識が得ら



れたとした母親の方が育児自己効力感も高かっ

た。心理社会的要因については解析中である。 

＜結論＞ 

より参加しやすく、実施可能性の高いプログラムを

作成し、参加者を増やすことができた。経腹エコ

ーによる BF 法を用いた骨盤底筋体操プログラム

の効果や産後の包括的健康支援プログラムの効

果の詳細について今後更なる検討を行っていく。 
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